
契約保証金の納付等について（物品の購入及び製造、清掃等役務の提供に係 
る業務及び動産の賃貸借業務） 
 

 
前橋市においては、物品の購入及び製造、清掃等役務の提供に係る業務及び動産の賃貸

借契約の締結にあたり、契約保証金（金額は※1 のとおり。）を契約締結の日までに納付し

ていただくことにしております。 
 ただし、次に掲げるいずれかに該当する場合は、契約保証金の納付を免除します。 

(1) 入札公告、指名通知書又は見積合わせ通知書（以下「入札公告等」という。）に「契

約保証金 免除」と明示された件に係る契約をする場合 

(2) 当該契約について、保険会社との間に市を被保険者とする履行保証保険契約を締結

した場合 

(3) 入札公告等に記載された契約保証金を免除することができる事業者に該当し、所定

の期間内に「契約保証金免除申請書」を本市に提出し、本市の承認を受けた場合 （※

契約保証金免除申請書は、別紙の様式によります。） 

また、金融機関の保証をもって契約保証金の納付に代えることができます。 

なお、具体的な取扱いは次のとおりですが、金融機関の保証、履行保証保険契約の締結

（以下「保証等」といいます。）にあたっては、事前に取扱機関の審査を必要とします。し

たがって、落札決定後や契約締結日になって初めて保証等の申込みをされたのでは保証等

を受けることができない場合がありますので、保証等を予定される場合は、必ず事前ので

きるだけ早い時期に取扱機関にご相談ください。 
※1 契約保証金の額は、契約金額の１０分の１以上の額を納付してください。ただし、契

約金額が単価となる場合は契約期間に係る総支払予定金額を契約保証金額算定上の契約

金額とします。また、長期継続契約を締結する場合にあっては契約金額を１年間当たり

の額に換算した額を契約保証金額算定上の契約金額とします。 
 

区    分 取扱機関等 内        容 
１ 契約保証金の納  
  付 

本市（当該契

約の担当課） 
落札者は、当該契約にかかる本市の担当課が作成し

た納入通知書により本市の指定金融機関へ納付して

ください。（契約保証金の額は上記※1 を参照） 
２ 金融機関の保証 金融機関 落札者は、金融機関が交付した保証書を当該契約に

係る本市の契約担当課へ持参してください。 
※保証の内容は、前橋市物品の購入及び製造並びに役

務等業務の契約保証金取扱要領（以下｢要領｣という。）

（別紙）第３条第１号及び第２号によるもとのとしま

す。 
３ 履行保証保険契

約の締結 
損害保険会

社 
 落札者は、損害保険会社が交付した履行保証保険に

係る証券を契約担当課へ持参してください。 
※保険契約の内容は、要領第３条各号によるものとし

ます。 
４ 契約保証金の免

除申請 
本市（当該契

約の担当課） 
 落札者は、要領で定める契約保証金免除申請書（様

式第１号）を落札決定から２日以内に当該契約に係る

本市の担当課へ持参してください。なお、契約保証金

免除申請書の承認には、次に掲げる条件を全て満たし

ている必要があります。詳しくは契約担当課の職員に

ご相談ください。 
（前橋市契約規則第２２条第１項第３号） 
 地方自治法施行令第１６７条の５又は同法第１６ 

事業者の方へ 



  ７条の１１第２項の規定に基づき、あらかじめ必要な

資格を定めた場合においてその資格を有する者と契

約を締結する場合で、その者が過去 2 年の間に本市、

国（独立行政法人等を含む。）又はその他の地方公共

団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以

上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行して

いること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（第４条関係） 

契約保証金免除申請書 
 

  年  月  日 

 

 

（宛先）前橋市長  

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者の氏名           印 

 

 

 

  年  月  日に落札決定しました「             」に係る

契約保証金を次の理由により免除して下さるよう申請します。 

 

（理由） 

過去２年間の間に国（独立行政法人等を含む。）又は地方公共団体とその種類及び規模

をほぼ同じくする契約を次のように２回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に

履行したため。 

 

契約の相手方 契  約  名 契約金額 契約年月日 契約期間 備考 

      

      

上記（理由）の本文中｢種類｣とは、本市の物品・役務等業務競争入札参加資格の営業品目と同種のものを指し、「規模」

とは、契約金額を指す。また、「ほぼ同じくする」とは、契約金額の７割に相当する金額以上のものをいう。 

 


